
＜流域治水協議会の進め方＞

各機関からの意見集約（資料‐3）
１．取り組み内容の確認
２．実施するための課題

中間とりまとめ【公表】

取り組みの再整理

最終とりまとめ【公表】

本 日

（9月末）

（10月～2月）

（3月末）
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各機関の取り組み内容（嘉瀬川水系）

①被害の軽減に向けた治
水対策

【河川における対策】
＜主な取組メニュー＞

◇国の対策内容
①河道掘削
②堤防整備
③樹木伐採 等

◇県の対策内容
①河道拡幅
②護岸整備
③橋梁改築
④堰改築
⑤樋管整備
⑥排水機場・水門の点検
更新 等

②地域が連携した浸水被害軽減
対策の推進

【流域における対策】
＜主な取組メニュー＞

①雨水調整池の設置
②クリークの治水利用
③一定規模以上の開発行為には、
貯留等を義務付け

④立地適正化計画の推進
⑤不動産関係者へのリスク情報提
供

⑥排水機場の運転情報の提供、事
前の周知

⑦河川整備（国、県以外）、雨水
幹線整備、雨水ポンプ場の設置

⑧主要な樋門、堰の遠隔操作
⑨浸水標尺や監視カメラによる水
位把握

⑩水路の除草、浚渫
⑪利水ダム等２ダムにおける事
前放流等の実施、体制構築（国、
土地改良区など） 等

③減災に向けた更なる取り組
みの推進

【まちづくり、ソフト対策】
＜主な取組メニュー＞

①関係機関との総合防災訓練

②防災行政無線、防災メール等
を活用した情報伝達訓練

③自主防災組織と連携した避難
所開設、運営訓練

④防災ハザードマップの作成、
周知、活用推進

⑤水防災教育、出前講座等を活
用した講習会の取組拡大

⑥水害リスクが高い区間におけ
る地域住民との共同点検、避
難訓練 等
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各機関の取り組み内容（松浦川水系）

①被害の軽減に向けた治
水対策

【河川における対策】
＜主な取組メニュー＞

◇国の対策内容
①河道掘削
②堤防整備
③橋梁架替
④堰改築 等

◇県の対策内容
①河道拡幅
②護岸整備
③橋梁改築
④堰改築
⑤樋管
⑥排水機場・水門の点検
更新 等

②地域が連携した浸水被害軽減
対策の推進

【流域における対策】
＜主な取組メニュー＞

①ため池を調整池として整備、
出水期の低水管理及び事前放流

②水田貯留を多面的機能支払い交
付金事業の拡充項目として追加

③荒廃森林の間伐

④利水ダム等７ダムにおける事前
放流等の実施、体制構築（関係
者：国、佐賀県、九州電力(株)
など） 等

③減災に向けた更なる取り組
みの推進

【まちづくり、ソフト対策】
＜主な取組メニュー＞

①消防団の水防訓練実施
②要配慮者利用施設等との避難

訓練実施
③防災パトロール実施
④防災講演会開催
⑤わがまち、わが家の防災マッ

プを活用した防災訓練実施
⑥出前講座、ホームページ、

広報誌等を活用した防災啓発
活動

⑦防災教育の実施
⑧民間事業者等と災害時応援協

定の拡充
⑨ケーブルメディアとの連携に

よる河川情報の提供 等
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流域内のクリーク（農業用水路）の活用（事例）

○ 白石平野では、干拓地に広がるクリークの農業用水を事前に放流して、雨を貯留するポケットを確保すること
により、地域の湛水被害軽減。

水位低下対策を未実施
クリークが満水状態で、雨を貯水で
きない！

農業用用排水路

湛水被害軽減
湛水被害

治水効果

農業用用排水路

白石平野平面図
白石平野クリーク（約5,100ｈａ）の

貯留可能量

約５８０万m3
（約２,２００万m3）

※（ ）書きは、圃場（水田・畑）含む

水位低下対策を実施
事前放流により、貯水位を下げ、雨を貯留！

流域における対策

出典︓気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会 第１回 資料３ P26 より 3



河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備【自治体における取組事例：東京都】

○ 東京都では、区市の要綱等により開発事業者等に一定規模以上の開発において雨水貯留浸透施設整備の義務付
け等を行うとともに、区市による雨水貯留浸透施設整備を推進している。

＜雨水貯留浸透施設 （左から貯留施設、浸透ます、浸透トレンチ）＞

区市の指導要綱等により定められている対策量以上の対策量（上積み対策量）を確保する整備に対し、東京都において支

援を実施。

【流域対策の促進】

再開発事業も対象

 

区市の指導要綱等により定められている
対策量以上の対策量（上積み対策
量）
＝都の補助対象

区市の指導要綱等により定められている
対策量
＝都の補助対象外

公共施設における対策量の上積みイメージ

② 区市による雨水貯留浸透施設の整備

① 開発事業者等による雨水貯留浸透施設の整備

東京都では、神田川流域などにおいて、流域自治体と共同して流域別計画を策定し、公共施設や大規模民間開発（おおむね

500m3以上）などを対象として、一定規模（500～950m3/ha）の雨水貯留浸透施設を設置。

【参 考】

千代田区雨水流出抑制施設設置に関する指導要綱

全ての公共施設及び敷地面積500m2を超える

大規模な民間施設に対し

対策量 600m3/ha以上（神田川流域）

500m3/ha以上（その他の流域）

（出典：東京都豪雨対策アクションプランＲ２.１月）

（出典：東京都豪雨対策基本方針（改定）H26.6月）

出典︓気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会 第３回 資料３ P50 より 4

流域における対策



○浸⽔想定区域については、全ての浸⽔想定区域を居住誘導区域から除外している事例や、想定浸⽔深によっ
て居住誘導区域から除外している事例がみられる。

⽤途地域内の⼀部に浸⽔想定区域が指定されてお
り、全ての浸⽔想定区域を居住誘導区域から除外
している事例

想定浸⽔深２．０ｍ以上の区域を居住誘導区
域から除外している事例

想定浸水深２．０ｍ以上のため、
居住誘導区域から除くエリア

出典︓「 ⽔災害対策とまちづくりの連携のあり⽅」検討会 第１回 資料３­２ P16 より5

ハザードエリアと市街地エリアの重複がある場合の立地適正化計画の事例
流域における対策



流域における対策

河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備【農業用施設等の活用】

○ 地方自治体においても、ため池や水田などの既存ストックに貯留機能を付与することで治水対策への活用を
行っている。

ため池

水 田

・ 兵庫県や県内市町は、ため池の事前放流施設の整
備等を実施

・ 奈良県や大和川流域市町村は、ため池の事前放流
施設の整備等を実施

・ 国土交通省は、「流域貯留浸透事業（防災・安全交
付金）」にて地方公共団体が治水容量を確保するた
めの改良等に対して支援

【参 考】
農林水産省は、農業・農村の多面的機能の増進を
図るため、農業者等で構成される組織が、地域共
同で水田等の雨水貯留機能の活用を図る取組を
行う場合、「多面的機能支払交付金」を活用可能と
している。

・ 新潟市は、「田んぼダム利活用促進事業」にて団体
が行う水田貯留施設整備を支援

・ 兵庫県は、水田貯留に関心を持つ集落にせき板を配
布する等の取組を推進

兵庫県での事例

新潟市での事例

⽥んぼダムます

出典︓気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会 第３回 資料３ P55 より 6



流域における対策

自然地の保全【荒廃森林の間伐】

○ 荒廃森林の間伐を行い、森林の水源涵養機能の向上を図る。
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整備前 整備後

整備前 整備後



ソフト対策

関係機関との総合防災訓練
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ソフト対策

防災ハザードマップの作成、周知、活用推進

9



ソフト対策

防災パトロールの実施
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